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平成28年５月27日

各 位

会 社 名 株式会社C&Fロジホールディングス

代表者名 代表取締役社長 林原 国雄

(コード：9099、東証第一部)

問合せ先 常務取締役 武藤 彰宏

(TEL.03－5291－8100)

(((((訂正・数値データ訂正)訂正・数値データ訂正)訂正・数値データ訂正)訂正・数値データ訂正)訂正・数値データ訂正)「平成28年３月「平成28年３月「平成28年３月「平成28年３月「平成28年３月期期期期期 決算短信〔日本基準〕（決算短信〔日本基準〕（決算短信〔日本基準〕（決算短信〔日本基準〕（決算短信〔日本基準〕（連結）」の一部訂正につ連結）」の一部訂正につ連結）」の一部訂正につ連結）」の一部訂正につ連結）」の一部訂正についていていていていて

平成28年５月10日に開示した「平成28年３月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」の記載内容の

一部に訂正すべき事項がありましたので、下記のとおり訂正いたします。また、数値データにも訂

正がありましたので訂正後の数値データも送信します。

なお、訂正箇所には下線を付して表示しております。

　

記
　

【訂正理由】
　
　一部の連結子会社において、役員退職慰労引当金制度の廃止に伴い記載内容の一部に訂正すべき事

項が発生いたしましたので、提出済みの決算短信を訂正させていただくものであります。
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【訂正箇所】
　

５．連結財務諸表・・・・・・・・・９ページ

（１）連結貸借対照表

　〔訂正前〕

(単位：百万円)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

（省略）

固定負債

　（省略）

役員退職慰労引当金 40

　（省略）

その他 479

　（以下省略）

　

　〔訂正後〕

(単位：百万円)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

（省略）

固定負債

　（省略）

役員退職慰労引当金 3

（省略）

　その他 516

　（以下省略）
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書・・・10ページ

連結損益計算書

【訂正前】

(単位：百万円)
当連結会計年度

(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

（省略）

特別損失

（省略）

役員退職慰労金 64

役員退職慰労引当金繰入額 33

（以下省略）

　

【訂正後】

(単位：百万円)
当連結会計年度

(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

（省略）

特別損失

（省略）

役員退職慰労金 97

（以下省略）
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（５）連結財務諸表に関する注記事項・・・21ページ

（省略）

(１株当たり情報)

【訂正前】
　

　（省略）
　
(注) １ 当連結会計年度の１株当たり当期純利益金額は、当社が平成27年10月１日に株式移転によって設立された会

社であるため、会社設立前の平成27年４月１日から平成27年９月30日までの期間については、株式会社ヒュー

テックノオリンの期中平均株式数に株式移転比率を乗じた数値を用いて計算しております。

２ 取得企業である株式会社ヒューテックノオリンは、平成27年６月26日に開催された定時株主総会において、

取締役の報酬として継続的に付与していた株式報酬型ストックオプション制度を廃止し、役員退職慰労金制度

を導入しております。

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益の普通株式増加数は、当社が平成27年10月１日に株式移転によって設

立された会社であるため、会社設立前の平成27年４月１日から平成27年９月30日までの期間については、株式

会社ヒューテックノオリンの普通株式増加数に株式移転比率を乗じた数値を用いて計算しております。

　

【訂正後】
　

　（省略）
　

(注) １ 当連結会計年度の１株当たり当期純利益金額は、当社が平成27年10月１日に株式移転によって設立された会

社であるため、会社設立前の平成27年４月１日から平成27年９月30日までの期間については、株式会社ヒュー

テックノオリンの期中平均株式数に株式移転比率を乗じた数値を用いて計算しております。

２ 取得企業である株式会社ヒューテックノオリンは、平成27年６月26日に開催された定時株主総会において、

取締役の報酬として継続的に付与していた株式報酬型ストックオプション制度を廃止しております。

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益の普通株式増加数は、当社が平成27年10月１日に株式移転によって設

立された会社であるため、会社設立前の平成27年４月１日から平成27年９月30日までの期間については、株式

会社ヒューテックノオリンの普通株式増加数に株式移転比率を乗じた数値を用いて計算しております。

以上
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